訪問介護事業所メドック東郷
訪問介護サービス
重要事項説明書

＜２０２６年６月１日現在＞

１．設置者

	法人の名称
	医療法人　メドック健康クリニック

	法人の所在地
	愛知県名古屋市昭和区安田通４丁目３番地

	電話番号
	０５２－７５２－１１２５

	代表者氏名
	理事長　吉田亮人

	設立年月
	平成１１年９月８日


２．ご利用施設

	施設の名称
	訪問介護事業所メドック東郷

	事業の種類
	訪問介護

	介護保険指定番号
	２３７５０００８９６

	施設の所在地
	愛知県愛知郡東郷町大字春木字西前６０７０番地

	管理者名
	渡邊保恵

	電話番号
	０５６１‐３７‐５０６６

	ファクシミリ番号
	０５６１‐３７‐５０２７

	電子メール
	info@medoc-togo.jp

	ホームページ
	http://www.medoc-togo.jp/

	開設年月日
	平成２５年４月１日

	サービス提供地域
	愛知郡東郷町


３．事業の目的と運営方針

	事業の目的
	医療法人メドック健康クリニックが開設する訪問介護事業所メドック東郷は、要介護状態にある高齢者に対し、適切な訪問介護サービスを提供することを目的とします。

	運営方針
	①事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めるものとする。
②事業所の訪問介護員等は、利用者の心身の特性を踏まえて、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう訪問介護計画を作成し、計画に沿って、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる援助を行う。
③事業所の訪問介護員等は、利用者が可能な限りその居宅において、要支援状態の維持もしくは改善を図り、または要介護状態となることを予防し、自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排泄、食事の介護その他の生活全般にわたる支援を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、利用者の生活機能の維持または向上を目指す。

④事業の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、関係市町村、居宅介護支援事業者、地域包括支援センター及び他の居宅サービス事業者並びにその他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。
⑤事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。
⑥サービスの提供にあたっては、介護保険法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう努めるものとする。


４．主な職員の人数

	職　　種
	常　勤
	非常勤
	業務内容
	計

	管理者
	1名
	
	所属職員の指導監督
	１名

	サービス提供責任者
	２名
	
	介護計画作成・技術指導
調整
	２名

	訪問介護員
	介護福祉士
	２．５人以上
（常勤換算）
	訪問介護の提供
	２．５人以上（常勤換算）

	
	初任者研修
	
	
	

	事務職員等
	０名
	
	
	


５．事務所窓口の営業日及び営業時間
	営 業 日
	年中無休

	営業時間
	８：３０～１７：３０


６．サービスの提供時間

	提供時間帯名
	早朝
	昼間
	夜間
	深夜

	時間帯
	午前６時から

午前８時まで
	午前８時から
午後６時まで
	午後６時から
午後１０時まで
	午後１０時から
午前６時まで


７．サービス内容
　　（１）身体介護
①食事介助：食事の介助、水分補給などを行います。
②入浴介助：入浴（全身浴・部分浴）の介助や清拭（身体を拭く）、洗髪などを行います。

③排泄介助：排泄の介助、おむつ交換を行います。

④更衣介助：上着、下着の更衣の介助を行います。

⑤身体整容：日常的な行為としての身体整容を行います。

⑥体位交換：床ずれ予防のための体位交換を行います。
⑦移動・移乗介助：室内の移動、車椅子への移乗介助を行います。

⑧服薬介助：配剤された薬の確認、服薬のお手伝い、服薬の確認を行います。

⑨起床・就寝介助：ベッドへの誘導、ベッドからの起き上がりの介助を行います。
（２）生活援助　　
①買物：利用者の日常生活に必要な物品の買い物を代行します。
　　　　　②調理：利用者の食事の用意を行います。

　　　　　③掃除：利用者の居室の掃除や整理整頓を行います。

　　　　　④洗濯：利用者の衣類等の洗濯を行います。

（３）訪問介護計画の作成

　　　　・サービス提供責任者は、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定訪問介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した訪問介護計画（サービス計画）を作成します。

　　　　・前項の訪問介護計画が既に居宅介護計画が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成します。

　　　　・サービス提供責任者は訪問介護計画を作成した際には、利用者またはその家族に内容を説明します。

　　　　・サービス提供責任者は、訪問介護計画作成後においても、当該訪問介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて当該訪問介護計画の変更を行うものとします。
８．秘密の保持と個人情報の保護について

　　　（１）利用者、その家族に関する秘密の保持について
　　　　　　事業者は、サービスの提供をする上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を、正当な理由なく第三者に漏らしません。この秘密保持義務は、契約終了後も継続します。

　　（２）個人情報の保護について

　　　　　事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また利用者の家族の情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等で用いません。
　　　　　事業者は、利用者とその家族に関する個人情報が含まれる記録物については、注意を持って管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止します。
９．サービス利用料
　　　※１単位＝地域加算１０．４２円となり、利用者負担分が１割または２割もしくは３割となります。（小数点以下切り捨て）

※介護保険の給付の範囲を超えたサービス利用は全額自己負担となります。
※介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて利用者の負担額を変更します。
ア．訪問介護サービス利用料
	区分
	サービス提供時間数

サービス提供時間帯
	２０分未満
	２０分以上

３０分未満
	３０分以上
１時間未満
	１時間以上
１時間３０分未満

	身体介護
	昼間
	１９６単位
	２９３単位
	４６４単位
	６８０単位

	
	早朝・夜間
	２４５単位
	３６６単位
	５８１単位
	８５１単位

	
	深夜
	２９４単位
	４３９単位
	６９７単位
	１,０２１単位


＊特定事業所加算Ⅰ
　人材の質の確保やヘルパーの活動環境の整備、中重度者への対応などを行っているサービスの質の高い事業所について、１回のサービスにつき所定単位に加算します。（要介護１～５）
　所定単位数×２０％（１ヶ月につき）
＊サービス提供時間数は、実際にサービス提供に要した時間ではなく、居宅サービス及び訪問介護計画に位置付けられた時間数（計画時間数）によるものとします。なお、計画時間数とサービス提供時間数が大幅に異なる場合は、利用者の同意を得て、居宅サービス計画の変更の援助を行うとともに訪問介護計画の見直しを行います。
　　　　　　　＊利用者の心身の状況等により、１人の訪問介護員によるサービスが困難であると認められる場合、利用者の同意を得て２人の訪問介護員によるサービスを行ったときは上記金額の２倍になります。
＊下記のご利用者様については基本報酬が減算されます。



①90/100への減算（訪問介護同一建物減算Ⅰ）
・事業所の所在する建物と同一または隣接する敷地内の建物や、事業所と同一の建物内に移住する利用者

・事業所の敷地外ではあるが、その建物に居住する利用者数が１月あたり20人以上である建物に居住する利用者

②85/100への減算（訪問介護同一建物減算Ⅱ）
・事業所の所在する建物と同一または隣接する敷地内の建物や、事業所と同一の建物内に居住する利用者が１月あたり50人以上である建物に居住する利用者
③88/100への減算（訪問介護同一建物減算Ⅲ）
・事業所の所在する同一建物等に居住する利用者の割合が１月あたり、90/100を超えている場合
イ．初回加算
	区分
	状　況
	要介護１・２・３・４・５

	
	初回のみ
	２００単位


　　　　　　　＊算定要件
　　　　　　　　・新規に訪問介護計画を作成した利用者に対して、初回に実施した訪問介護　　
　　　　　　　　　と同月内にサービス提供者が自ら訪問介護を行う場合

　　　　　　　　・他の訪問介護員等が訪問介護を行う際にサービス提供責任者が同行訪問した場合
　　　　

ウ．緊急時訪問介護加算
	区分
	状　況
	要介護１・２・３・４・５

	
	緊急時
	１００単位


　　　　　　　＊算定要件
　　　　　　　　・利用者やその家族等からの要請を受けて、サービス提供責任者が介護支援専門員と連携を図り、介護支援専門員が必要と認めたときに、サービス提供者またはその他の訪問介護員等が居宅サービス計画書にない訪問介護（身体介護）を行った場合
　　　エ.　 介護職員等処遇改善加算Ⅰ（ロ）
　　　　　介護サービスに従事する介護職員等の賃金改善及び職場環境改善に充てることを目的とした制度です。

　　　　　 所定単位数×２８．７％（１ヶ月につき）

サービス別の基本サービス費に各種加算減算を加えた１ヶ月あたりの総単位数に
サービス別加算率を乗じた単位数で算定する。区分支給限度基準額の算定対象か
ら除外されます。
　　　オ．交通費
　　　　　通常の事業の実施区域以外に住まいの利用者には、ご自宅に訪問するたびに、次の
とおり交通費をご負担していただきます。

①事業の実施区域を越えた地点から片道　１０km未満
　　　５００円

②事業の実施区域を越えた地点から片道　１０km以上　
１，０００円

カ．その他

　　　　　①訪問介護員訪問時、利用者が不在の場合は、サービスの提供はできません。
　　　　　②サービス提供にあたり必要となる利用者の居宅で使用する電気、ガス、水道等の費用は利用者の負担となります。

　　③毎月１５日までに前月分の利用料の請求をさせていただきます。利用者は２０日に指定の預金口座から自動振替によりお支払いただきます。
１０．サービスの利用方法

（１）サービスの利用開始

　　　　　　契約を締結した後、サービスの提供を開始します。
（２）サービスの終了

　　　　　　①利用者のご都合でサービスを終了する場合

　　　　　　　サービスの終了を希望する場合、文書にてお申し出があれば、いつでも解約できます。
　　　　　②当事業所の都合でサービスを終了する場合

　　　　　　人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございます。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知いたします。

　　　　　③自動終了

　　　　　　以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。

　　　　　　・利用者が介護保険施設に入所した場合。

　　　　　　・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護区分が、非該当（自立）と認定された場合

　　　　　　　＊この場合、条件を変更して再度契約することができます。

　　　　　　・利用者がお亡くなりになった場合

　　　　　④その他

　　　　　　・利用者や家族の方などが、事業者や事業者の使用する者に対して本契約を継続しがたいほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより即座にサービスを終了させていただく場合があります。
　　　　　　・利用料、利用者負担額及びその他の費用の支払いについて、正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から２ヵ月以上遅延し、さらに支払いの督促から３週間以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお支払いいただくことがあります。
１１．高齢者虐待防止について

　　　事業者は、契約者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。
1 虐待防止に関する責任者を選定します。 　　　　

虐待防止に関する責任者　：　管理者　　渡邊　保恵
2 研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や技術の向上に努めます。

3 個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。

4 従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が契約者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。

１２．非常災害対策(BCP)について　

事業所は、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から火災・風水害・地震等の 自然災害並びに感染症に対処するため、事業継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シュミレーション）を、年に2回以上、実施します。
１３．身体拘束について

①サービスの提供にあたっては、利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行いません。

②緊急やむを得ず身体拘束を行う場合、利用者またはその家族に対して事前に口頭及び文書による説明を行い、併せて文書による同意を得ます。

１４．緊急時の対応
　　　サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、緊急連絡先（家族等）、居宅サービス計画書を作成した居宅介護支援事業所等へ連絡します。
１５．事故発生時の対応

事故防止には最善を尽くします。万が一、事故が発生した場合は、以下の点に留意して対応させていただきます。

①事故が発生した場合、予めお知らせいただいている「緊急連絡先」へ速やかに連絡い
たします。また、必要に応じて地方公共団体など関係機関にも連絡します。

②事故を調査した結果に基づいて、家族等にその発生状況やその後の対応について事実
を十分に説明します。

③事故後の対応にあたっては、利用者本人や家族の気持ちを考え、誠意ある態度で対応
します。

④利用者の生命・身体・財物に損害が発生した場合は、不可抗力による場合を除き、速
かに利用者に対して損害を賠償します。ただし、利用者に重大な過失がある場合は、
事業者は賠償責任を免除され、または損害額を減額されることがあります。
１６．サービス利用に当たっての留意点

　　　サービス利用に当たって利用者に注意していただきたいことは下記の通りです。

　　　・訪問介護員は次の業務はできないのでご了解願います。

①医療行為及び医療補助行為

②金銭などの取り扱い

③家族に対する食事の準備

　　　・訪問介護員に対し、贈り物、飲食物の提供はご遠慮ください。

　　　・体調の変化等でサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに担当の居宅介護支援事業者または訪問介護事業所の担当者までご連絡ください。
１７．苦情の受付について

（１）当事業所における苦情の受付

当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。

苦情受付窓口（担当者）：渡邊　保恵（管理者）
受付時間：毎週月曜日～金曜日　８：３０～１７：３０

電話番号： ０５６１‐３７‐５０６６
ファクシミリ： ０５６１‐３７‐５０２７
電子メール： info＠medoc－togo.jp
（２）行政機関等
・東郷町健康福祉部高齢者支援課
所在地：愛知郡東郷町大字春木字羽根穴１番地

電話番号： ０５６１－５６－０７３５
・日進市役所福祉部高齢福祉課
所在地：日進市蟹甲町池下268番地
電話番号：０５６１‐７３‐７１１１
・豊明市役所健康福祉部高齢者福祉課高齢者係
所在地：豊明市新田町子持松１番地１
電話番号：０５６２‐９２‐１２９８
・みよし市役所健康福祉部高齢福祉課
所在地：みよし市三好町小坂５０番地
電話番号：０５６１‐３２‐８００９
・豊田市役所　介護保険課

　　　所在地：豊田市西町３丁目６０番地

　　　電話番号：０５６５‐３４‐６６３４
・刈谷市役所　長寿課

　　　所在地：刈谷市東陽町１丁目１番地

　　　電話番号：０５６６‐６２‐１０１３
・愛知県国民健康保険団体連合会　介護サービス苦情相談窓口
所在地：名古屋市東区泉１丁目６番５号

電話番号：０５２－９７１－４１６５
１８．第三者による評価の実施状況
　　　　（１）実施の有無：無
私は、本書面に基づいて事業者の職員

　　　　　　　　　　職名　サービス提供責任者　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　から

上記重要事項の説明を受けたことを確認します。

　　年　　月　　日

　　利 用 者　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　住所　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　利用者の家族　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　住所　　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
1

